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１．はじめに 

今，世界中でスマートグリッドやスマートシティが活発

に議論されている。スマートグリッドとは、電力技術や情

報技術を駆使した次世代の電力流通基盤である。スマート

シティ（またはスマートコミュニティ）とは、スマートグ

リッドのコンセプトを拡張し、ある地域内の電力やガスな

どの複数のエネルギーの需給システムを統合し、エネルギ

ーの効率化を図るとともに家庭用太陽光発電（以下、家庭

用 PV：Photovoltaic）などの再生可能電源を最大限活用し

ようとする取り組みである(1)。以下に、スマートグリッド

およびスマートシティの技術動向について紹介する。 

２．スマートグリッドの背景 

スマートグリッドの議論の背景は、化石燃料枯渇問題、

電力流通基盤の老朽化問題,および地球温暖化問題である。

化石燃料枯渇問題は図 1 に示すようにエネルギー採掘可能

年数が限られていることである。この年数は、石炭、ウラ

ン、天然ガス、石油の順であり、石油は 40年ほどで枯渇す

ることが予想されていることである。また 2030年の世界の

一次エネルギー消費量は 2006年の約 1.5倍に増加する見通

しである。特にエネルギー資源の多くを海外に依存してい

る国々では、エネルギー安全保障は大きな課題である。 
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また電力に対する依存度が増加している今日のデジタル

化社会の中で、世界中で大規模の停電が頻発している。2003

年の北米停電の損失額は 5～60 億ドル、米国の停電や電力

事故による経済損失は年間 250～1,800億ドルと推定されて

いる。電力流通基盤の老朽化が原因の一つと考えられてお

り、電力供給の信頼性を向上し巨額の経済損失額を低減す

べきであるとの議論がスマートグリッドの背景の一つであ

る。さらに地球温暖化問題がスマートグリッドを加速する

大きなドライバーとなっている。 

３．スマートグリッド実現のための課題と取り組み 

＜3・1＞課題  日本では、2020年までに 2,800 万ｋW、2030

年までに 5,400 万ｋW の太陽光発電を普及させる計画であ

る。今後、家庭用 PV や風力発電設備など大量の分散電源が

消費地の近くに設置され、配電系統に連系されることにな

ると予想される。 

家庭用 PVなどの再生可能電源は、気象に左右され出力が

変動することや必要なときに発電できるとは限らないなど

の課題が存在する。また、電力は生産と同時に消費しなけ

ればならない究極のジャストインタイムのシステムである。

時々刻々に変化する需要に合わせて発電量を調整しなけれ

ばならない。以下のような系統安定上の問題が発生するこ

とが懸念されている。 

(1) 配電系統電圧問題 

 配電系統では系統末端の電圧低下を防止する対策が

なされているが、家庭用 PV導入により末端の電圧が上

昇する問題が新たに生じる。また気象の変化に応じて

家庭用 PV出力が変化し電圧が変動する。このため、配

電系統を適正電圧に維持することが困難になると予想

される。 

(2) 余剰電力問題 

 ゴールデンウィークや正月などの電力需要が尐ない

期間では、出力調整が出来ない再生可能電源による発

電のために、電力供給量が需要量を上回ることが懸念

される。これを余剰電力問題と呼ぶ。 

(3) 系統安定度問題 

 電力系統に落雷などにより故障が発生すると、故障

設備を一旦、系統から切離した後、再度送電を行なう。
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図 2．スマートエネルギーシステム 

図 3．配電系統電圧制御システム 

多くの場合、この再送電により電力供給を再開するこ

とが可能である。しかしながら多くの再生可能電源は

系統故障時に系統から離脱する可能性があり、再送電

した後に電力供給量が不足することが考えられる。ま

た過渡的な電力安定度の維持も大きな課題である。 

＜3・2＞取り組み  図 2 に電力分野における低炭素社会

に向けた取り組み（スマートエネルギーシステム）を示す。

スマートエネルギーシステムは大きく 3 つの分野に分かれ

る。第一はスマートジェネレ－ションであり、二酸化炭素

フリーの電源設備や二酸化炭素の排出低減や回収方法の開

発に取り組んでいる。第二は需要側の取り組みであるスマ

ートエンドユースと呼ばれるものである。一般家庭、ビル

や工場などの省エネルギー活動であり、それを実現するた

めにホームエネルギー管理システムなどの導入が検討され

ている。 

第三はスマートジェネレーションとスマートエンドユー

スをつなぐスマートグリッドである。 

スマートグリッドでは、制御技術による系統安定化(2)や

設備管理システムなどの情報技術による運用の効率化に加

えて電力貯蔵や需要家と電力系統の間に位置する自動検針

インフラの構築(３)、さらに需要家が系統安定化に参画する

デマンドレスポンスの検討(4)が進められている。 
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以下に代表的なスマートグリッド実現のための取り組み

として電力貯蔵装置と配電系統電圧制御を紹介する。電力

貯蔵装置は、主に余剰問題および系統安定化問題を解決す

る手段である。また小容量の蓄電池は配電系統電圧問題の

解決手段になりえる。配電系統電圧制御は、配電系統電圧

問題を解決する制御方式である。 

＜3・3＞電力貯蔵装置  電力システムにおける電力貯蔵

には、設置場所別に電源側設置型と電力系統側設置型に分

類される。さらにそれぞれの用途設置場所において、短時

間に電力を取り出す電力タイプ(kW タイプ)とエネルギーを

保存する電力量タイプ(kWhタイプ)に分かれる。電源用途で

は出力変動を緩和するための電力タイプおよび一定の電力

を電力系統に供給するための電力量タイプの電力貯蔵が求

められる。 

 

 

場所 種別 応用先 技術

電力タイプ 出力変動対策 鉛電池
リチウムイオンキャパシタ

電力量タイプ 出力一定制御 NaS電池
鉛電池

電力タイプ 周波数制御
電圧制御

可変速揚水
鉛電池
FESS
リチウムイオンキャパシタ

電力量タイプ 負荷平準化
需給調整

（可変速）揚水
Nas電池
大型リチウムイオン電池
レドックスフロー電池
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一方、電力系統側設置では、余剰問題や出力変動に伴う

周波数問題の解決策として可変速揚水発電などの大規模電

力貯蔵装置と地域的な電力系統安定化対策のための変電所

に設置する蓄電池や配電系統に分散設置する分散型蓄電池

のニーズが高まると思われる。 

＜3・4＞配電系統電圧制御  配電系統の電圧問題の対策

として、SVC（Static Var Compensator）などの無効電力補

償装置を配電系統に設置することが考えられる。また電圧

を動的に調整しなければならないため、通信ネットワーク

を介して SVCや SVR（Step Voltage Regulator）を制御する

配電用無効電力制御システムが開発されている(５)。 
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FESS: Flywheel Energy Storage System 

CAES: Compressed Air Energy System 
NaS電池:Sodium Sulfur Battery 

表１．電力システム用の電力貯蔵の分類 

平成 24 年電気学会全国大会 

2012/3/21～23 広島 ©2012 IEE Japan
H1(11)

1-H1-3

(第 1 分冊)



４．デマンドレスポンス 

デマンドレスポンス(Demand Response(DR))あるいはデマ

ンドサイドマネージメント(Demand Side Management(DSM))

は、米国において 1970年～1980年に始まったもので、需要

をエネルギー源として見る活動である。 

当初は、需要のピークシフトやピークカット等により、

ピーク時だけに運転されるガスタービンなどの削減や発電

機の設備利用率の向上により、エネルギーの効率化を実現

することが目的だった。日本でも、深夜電力料金を用いた

需要誘導による負荷平準化が実施されている。 

その後、DR の目的はエネルギーの使用量の削減へと変化

した。つまりピーク対応だけではなく全体的な電源不足対

策として、DRが期待されるようになった。 

「需要をエネルギー源として見る」とは、例えば、10MWh

の省電力化は、10MWhの電源設備に相当すると言う意味であ

る。しかも化石燃料を必要としない二酸化炭素フリーの電

源である。 

スマートメータを用いた時間帯別料金制度（Time Of 

Use(TOU)）による DRは、中長期的な需要誘導に効果がある

と報告されている。 

最近では、DR は、アンシラリーサービスのためのエネル

ギー源、つまり調整力、にまで拡大されている(６)。今後は

需給バランス調整や電圧制御のようなアンシラリーサービ

スにも DRが活用されると思われる。 

このアンシラリーサービスのための DRが前述の TOUと異

なるのは、リアルタイムに近い制御が必要なことである。

例えば、電力会社は、事前に大口需要家、または小売業者

(Load Serving Entity)と事前に契約し、必要時に自動また

は指令により需要制御を実施することになるであろう。 

本 DRプログラムに参画する需要家にはインセンティブが

用意され、大口需要家だけでなく一般需要家にも拡大され

るようになるだろう。電力会社または小売事業者からの直

接負荷制御(Direct Load Control)も増加すると予想される。 

５．スマートシティ 

スマートシティとは、電力基盤におけるスマートグリッ

ドのコンセプトを交通、上下水、熱供給や電気自動車など

の社会基盤に適用拡大し、低炭素化社会への移行を達成す

るものである(1)。 

こうした背景から、アジアをはじめとして世界中で新た

な街づくり、すなわち、経済発展と低炭素社会の実現を両

立する、人々の生活やビジネスを支える社会インフラを備

えたスマートシティの建設が始まっている。スマートシテ

ィは、「環境技術」「社会インフラ技術」と「Information and 

Communication Technology (ＩCＴ)」によって構築される

「社会イノベーション」の実現にほかならない。 

スマートシティの電力基盤の目標を以下に示す。 

(1) 家庭用 PV や風力発電などの再生可能電源の拡大によ

る低炭素化と高品質な電力の供給の両立 

(2) 中長期的な省エネと負荷平準化の実現による電力設

備利用率の向上 

(3) アンシラリーサービスのためのリソース（調整力）の

提供 

 

アンシラリーサービスのためのリソースの提供に関して

は、蓄電池等の電力貯蔵装置の設置とともに、上述した DR

のような需要側の制御も含まれる。コミュニティエネルギ

ー管理システム（CEMS）がスマートシティにおける電力基

盤の中核のシステムであるが、既存のシステムとの役割分

担については今後の検討課題である。 

配電系統の電圧制御機能や DR機能を有した次世代の配電自

動化システムが CEMS に相当するとも考えられる。 

 

日立グループは、日本、中国、インド、ハワイ、および

スペインなど各国で実施されている低炭素化社会への移行

のためのスマートシティプロジェクトに参画している。以

下に中国におけるスマートシティプロジェクトの概要を紹

介する。 

 

 産業分野での環境への配慮、省エネルギー化の推進に加

えて、近年中国では、急速な経済発展にともなうスマート

シティの建設が急速に進められようとしている。 

現在具体化しつつある中国でのスマートシティは、都市

ごとにそれぞれ特色を持っており、今後続く中国での 100

を越えるといわれるプロジェクト、さらには世界でのスマ

ートシティ建設のモデルになるといわれている。 

 

日立グループは、中国とシンガポール政府が主導で進め

ている「天津エコシティ」の建設に参画した。このプロジ

ェクトは中国、シンガポールの両国政府が共同で出資・推

進する国家レベルのシンボル的なプロジェクトである。広

さ約 30平方キロメートルの敷地に 2020年頃までに人口 35

万人の都市を建設しようとするもので、住宅、エネルギー、

交通、資源循環など、包括的な環境都市開発が計画されて

いる。「天津エコシティ」のコンセプトは、「横展開可能、

実行可能、普及可能」な都市発展モデルの開発であり、 日

立グループは、省エネルギー技術、自然エネルギーや蓄電

池応用技術などの分野で、 CEMSなどを提案している。 

「広州ナレッジシティ」は、2030年頃に人口約 50万人の

次世代都市をつくる計画であり、「スマート」「エコ」「ラ

ーニング」をテーマに、研究所や教育機関、クリエイティ

ブな産業の集積地となることを目指している。 日立グルー

プは、早期段階からプロジェクトへの支援を行っており、

今後、エネルギーマネジメント、自然エネルギー、次世代
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交通、スマートホームとそれらを統合・制御する ICT 基盤

などの分野で、フィージビリティスタディを行っていく予

定である。 

６．おわりに 

本稿では主に、スマートグリッドおよびスマートシティ

の技術動向を紹介した。 

スマートグリッドおよびスマートシティは、コンポーネ

ント単品やコンポーネントの集まりではなくシステムであ

る。例えば、風力発電や太陽光発電は二酸化炭素フリーの

電源であり、低炭素社会を構築する大きなポテンシャルを

有している。これを単にポテンシャルに終わらせないため

には、再生可能電源で発電された電力を従来以上の安定性

や信頼性で、また高効率に需要家に供給するシステムが必

要であり、これがシステムと呼ぶ所以である。 

システム実現には、技術開発だけではなく制度の開発も

必須である。現在、実施されている実証実験の成果を元に

新たな制度が提案されることであろう。 
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